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「高齢社会対策大綱の策定のための検討会」報告書素案について 

 読売新聞東京本社編集委員 猪熊律子 
○多彩な意見が反映されている

○目を引く提案がある

１ 今回の「柱」について 

▷報告書が注目され、大綱となり、より良い施策につながるには、柱、いわばキャッチフレ
ーズがわかりやすく、シンプルに示されていることが重要
▷前回の基本的考え方の３本柱は「エイジレス社会」「コミュニティー」「テクノロジー」。
今回は？
▷「ウェルビーイング」：「心身が健康で幸福な状態」「健康とは病気ではないとか弱ってい
ないということではなく、肉体的、精神的、社会的にもすべてが満たされた状態」参考：富
山県。2021 年、県の政策の柱。言葉と意味の両方を理解 17％（2023 年）→説明が必要では
▷前回からの大きな変化：さらなる長寿化とテクノロジーの進展。高齢期をある程度意識す
ると「ウェルエイジング社会」「老いの豊かさを楽しめる社会」「老いの希望実現社会」…

＊関連して 
▷基本的な考え方の総論部分に「85 歳問題」を入れた方が新味が出るか。長寿になって医
療・介護・生活・住宅支援が必要になった場合の安心感＋“若返り”により、より長く活躍で
きる環境整備＋老いても豊かな高齢期が送れるという新しい高齢期像→それらを支援・促
進する仕組みや阻害する制度の見直しが今回の大綱で提案されている、ということ
▷長寿社会・日本の取り組みが他国のモデル、国際貢献につながる可能性

２ 言葉、表現について 

▷「ウェルビーイング」「社会的処方」「リンクワーカー」「ACP」「中位数年齢」…
▷認知機能：「子供の頃の良好な成育環境が認知症の発症率に影響する～」「認知機能の低下
した人を発見する重要なセンサー機能」
▷交通安全対策：「高齢の歩行者の事故に関する数値目標を設けるべき」

３ さらなる検討項目 

▷高齢期の就業状況：60 歳定年制、再雇用、退職税制、退職金受け取りにまつわる税、社
会保険料のあり方に関する雇用・税・社会保障をまたいだ検討の必要性
▷推進体制の整備：「暮らしの安心」を中長期的視点から、財源論も含めて議論する会議体
の検討も必要ではないか（参考：2001 年に省庁再編でなくなった首相の諮問機関「社会保
障制度審議会」。与野党の政治家と有識者が一緒の場で議論するのがポイント）


